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(57)【要約】
【課題】配線による音響波の反射に起因する受信信号の
不要信号、ノイズなどを低減することができる電気機械
変換装置を提供することである。
【解決手段】電気機械変換装置の基板１００上に、静電
容量型超音波振動子などであるセルを少なくとも１つ含
む電気機械変換エレメント１０１と、電気機械変換エレ
メント１０１に接続され少なくとも受信した音響波によ
る電気信号を伝送する配線１０２が設けられている。配
線１０２上に、音響波を減衰する減衰層３０１が設けら
れている。
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
基板上に、セルを含む電気機械変換エレメントと、該電気機械変換エレメントに接続され
少なくとも受信した音響波による電気信号を伝送する配線が設けられた電気機械変換装置
であって、
前記配線上に、音響波を減衰する減衰層が設けられていることを特徴とする電気機械変換
装置。
【請求項２】
複数の前記電気機械変換エレメントが前記基板上に設けられ、
前記配線は、隣接する前記電気機械変換エレメントの間に位置していて、少なくとも該配
線上に前記減衰層が設けられていることを特徴とする請求項１に記載の電気機械変換装置
。
【請求項３】
前記減衰層は、音響波を吸収して減衰する吸収層であることを特徴とする請求項１または
２に記載の電気機械変換装置。
【請求項４】
前記減衰層の厚みd（ｍ）は、前記基板上でセルの無い無効領域の面積の前記基板の面積
に対する無効領域比率をα、前記電気機械変換エレメント間の長さをL（ｍ）、前記電気
機械変換エレメントのセルの音響波ビームの指向角をβ（ｒａｄ）とするとき、
d<(L/2)*(1-√α)*tan(π/2-β)
であることを特徴とする請求項１～３の何れか１項に記載の電気機械変換装置。
【請求項５】
少なくとも前記電気機械変換エレメントの上には、保護層が設けられていることを特徴と
する請求項１～４の何れか１項に記載の電気機械変換装置。
【請求項６】
前記減衰層が音響波を減衰する減衰率は、前記保護層が音響波を減衰する減衰率より大き
いことを特徴とする請求項５に記載の電気機械変換装置。
【請求項７】
前記減衰層と前記保護層のうちの少なくとも一方には、光反射体が設けられていることを
特徴とする請求項１～６の何れか１項に記載の電気機械変換装置。
【請求項８】
前記電気機械変換エレメントは、セルである静電容量型超音波振動子が少なくも一つ以上
集まって構成されたエレメントであることを特徴とする請求項１～７の何れか１項に記載
の電気機械変換装置。
【請求項９】
請求項１から８の何れか１項に記載の電気機械変換装置と、
前記電気機械変換装置から出力される信号を処理する信号処理部と、
を有し、
被検体からの音響波を前記電気機械変換装置で検出し、変換された信号を前記信号処理部
で処理することで被検体内部の情報を取得することを特徴とする被検体診断装置。
【請求項１０】
請求項１から８の何れか１項に記載の電気機械変換装置と、
パルス状に光を発生する光源と、
前記電気機械変換装置から出力される信号を処理する信号処理部と、
を有し、
該光源から発せられて被検体にあてられた前記光によって生じる光音響波を前記電気機械
変換装置で検出し、変換された信号を前記信号処理部で処理することで被検体内部の情報
を取得することを特徴とする被検体診断装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
本発明は、静電容量型超音波変換素子などの電気機械変換装置、及びそれを用いた被検体
診断装置などの装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
近年、マイクロマシンニング工程を用いて作製される静電容量型電気機械変換装置が盛ん
に研究されていて、これに関しての提案がある（特許文献１参照）。通常の容量型電気機
械変換装置は、下部電極と所定の間隔を保って支持された振動膜と振動膜の表面に配設さ
れる上部電極とを含むセルを複数有する電気機械変換エレメントを備えている。これは、
例えば、容量型超音波変換素子（ＣＭＵＴ：Capacitive-Micromachined-Ultrasonic-Tran
sducer）などとして用いられる。こうしたＣＭＵＴは、軽量の振動膜を用いて音響波を送
信または受信し、液中及び空気中でも優れた広帯域特性を持つものが容易に得られる。こ
のＣＭＵＴを利用すると、従来の医療診断より高精度な診断が可能となるため、有望な技
術として注目されつつある。なお、本明細書において、音響波とは、音波、超音波、光音
響波と呼ばれるものを含む。例えば、測定対象内部に可視光線や赤外線等の光（電磁波）
を照射して測定対象内部で発生する音響波や、測定対象内部に音響波を送信して測定対象
内部で反射する反射音響波などを含む。以下の説明では、音響波を代表して超音波と言う
場合もある。
【０００３】
また、超音波画像の取得を目的としてＣＭＵＴ、ＩＣ、配線等を実装した装置の例として
非特許文献１に記載された例がある。さらに、一度に多くの情報を得るために電気機械変
換エレメントを２次元に配列した装置の提案がある（特許文献２参照）。
【０００４】
以上の様な測定装置の使用において、超音波の到達する方向にあるセンサと音源の間に、
音響インピーダンスが不連続に変化する面である界面が存在すると、そこで超音波の反射
が発生することがある。特にセンサ面と界面の間で超音波が減衰しにくい場合、センサ面
と界面との間での多重反射が発生してこの反射波がセンサに遅延を伴った偽信号として入
射してしまいノイズとなることがある。
【０００５】
一般にＣＭＵＴの電気機械変換エレメントはシリコンウェハ上に作成される。そのエレメ
ントの上には、保護層を設ける場合がある。また、超音波診断として測定対象内部に可視
光線や赤外線等の光を照射して、測定対象内部で発生する光音響波を受信する場合は、音
源とＣＭＵＴのエレメントの間に光反射体を設ける場合がある。このような保護層や光反
射体は、センサ面と音源との間に界面を形成する。従って、それに起因する多重反射によ
る遅延を伴った超音波信号を発生させ、これは、測定装置で画像再構成を行う際の解像度
を低下させ、尾引きと呼ばれる偽映像を発生させる要因となる。
【０００６】
また、被検体などから生じた超音波は、センサ面の振動膜以外の部分で反射されることが
ある。センサ面には、エレメントに接続される配線が設置されていて、実際には振動膜で
ない部分がセンサ面の３０％程度存在する。そのため、入射した超音波の３０％程度が音
源方向に戻り、界面で反射してその何割かが再び振動膜を振動させることになり得る。こ
うした配線は通常金属からなり、配線による超音波の反射はシリコン基板面より高くなる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００６－３１９７１２号公報
【特許文献２】特開２００８-１９３３５７号公報
【非特許文献】
【０００８】
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【非特許文献１】IEEE Ultrasonic Symposium,１９９７, p.９００-９０３.
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
上述の様に、センサとして機能する振動膜に入射する信号波はできるだけ減衰させず且つ
反射波は極力小さくすることが求められている。そのために振動膜以外での音響波の反射
を抑制することが課題となっていた。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
上記課題に鑑み、本発明の電気機械変換装置は、基板上に、電気機械変換エレメントと、
該電気機械変換エレメントに接続され少なくとも受信した音響波による電気信号を伝送す
る配線とが設けられた電気機械変換装置であって、前記配線上に、音響波を減衰する減衰
層が設けられていることを特徴とする。
【発明の効果】
【００１１】
本発明によれば、配線上に上記の如き減衰層が設けられるので、静電容量型超音波プロー
ブなどで用いられる電気機械変換装置が受信する信号の不要信号、ノイズを低減すること
ができる。このことにより、画像診断装置等のプローブに本発明の電気機械変換装置を使
用した場合に、画像のコントラストや解像度の向上、偽画像の排除などの効果が期待でき
る。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明に係る容量型超音波変換素子等の電気機械変換装置の基板及び一部破断し
た保護膜の概略斜視図。
【図２】本発明の実施形態１～３の図２におけるＡ－Ａ’断面図。
【図３】本発明の電気機械変換装置を用いたプローブの概略斜視図。
【図４】静電容量型電気機械変換装置の構成例の上面と断面を示す図。
【図５】本発明の被検体診断装置に係る実施形態４を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
本発明は、電気機械変換エレメントに接続され少なくとも受信した音響波による電気信号
を伝送する配線上に、音響波を減衰する減衰層が設けられることを特徴とする。減衰層は
、音源側に戻ろうとする音響波を減衰すればよいので、減衰のプロセスは問わず、音響波
を吸収したり、散乱ないし拡散させたりすればよい。その音響波減衰率は大きいほど好ま
しいが、保護層が設けられる場合においては、保護層よりは大きい音響波減衰率を有すれ
ばよい。例えば、減衰層が音響波吸収層である場合、吸収層は、例えば、接する物質との
音響インピーダンスの差が２０％程度以内であり、音響波減衰率が３[dB/cm]程度以上で
ある。また、本発明は、後述の実施形態で説明する静電容量型電気機械変換装置に限られ
ず、圧電型電気機械変換装置などに適用することもできる。通常、エレメントを複数配列
するために基板上に配線を設ける必要があるが、そこでの音響波の反射波が遅延を伴って
センサ面に再入射してノイズ等となってしまいやすい。しかし、本発明の様に配線上に音
響波を減衰する減衰層を配置し音響波の戻りを低減させることで、再びセンサ面に入射す
ることが軽減される。
【００１４】
以下、本発明の実施形態を説明する。図１（ａ）は静電容量型超音波変換素子等の電気機
械変換装置の一実施形態の半導体基板を示している。本実施形態では、基板１００上に、
センサにあたる容量型超音波振動子等のセルが少なくも一つ以上集まって構成されたエレ
メント１０１が２次元アレイ状に複数並び、それぞれのエレメントからの配線１０２が基
板周辺に配置された電極１０３に接続されている。配線１０２は、隣接する電気機械変換
エレメント１０１の間に位置している。
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【００１５】
図１（ｂ）に示すように通常はエレメント１０１を保護する保護層２０１を設ける。保護
層２０１は、入射してくる超音波を通過させる必要があるので、超音波に対して減衰の少
ない材料を用いるのが好ましい。また、音源からの超音波の伝搬媒質（不図示）を用いる
場合、伝搬媒質と保護膜２０１との音響インピーダンスの差から生じる超音波の反射を少
なくするため、保護膜２０１の音響インピーダンスは、保護膜２０１が接する伝搬媒質と
近いのが望ましい。例えば、被検体が生体組織であるとき、その音響インピーダンスは水
（音響インピーダンスが１.５ＭＲayls）に近い。そのため、伝搬媒質は、音響インピー
ダンスが水に近いものとして、水やシリコンゲルなどが利用される。従って、伝搬媒質に
接する保護膜２０１は、伝搬媒質に近い音響特性であることが好ましく、音響インピーダ
ンスがおよそ１～３ＭＲaylsの範囲にあるものがよい。例えば、シリコーンやフロロシリ
コーン、クロロプレン、ウレタン等を使用することができる。
【００１６】
上記構成を基本構成として有する実施形態１の断面構造を図２（ａ）に示す。静電容量型
超音波振動子であるセルを複数含むエレメント１０１の上面には保護膜２０１が形成され
、配線１０２はあるがエレメント１０１は無い半導体基板１００の部分の上面には反射波
吸収層などである減衰層３０１が形成される。ここでは、保護膜２０１は、エレメント１
０１及び減衰層３０１上に全体的に形成されている。また、減衰層３０１は、減衰層３０
１と保護膜２０１との界面で超音波を反射しにくいことが好ましい。すなわち、減衰層３
０１は、音響インピーダンスが保護膜２０１に近く、かつ超音波を吸収しやすいことが好
まし。そのような材料は、保護膜２０１で用いられる樹脂に金属などの微粒子を分散させ
ることにより実現することができる。微粒子としてはタングステン、アルミニウム、鉄、
銅、白金やその化合物などが適している。微粒子の濃度を変えることにより音響波の反射
の抑制と吸収を調整することができる。本実施形態において、減衰層３０１の表面を、入
射する音響波を散乱したり拡散したりするために、凹凸の粗面などにすることもできる。
【００１７】
実施形態１とは基板上の層構成が異なる実施形態２の断面構造を図２（ｂ）に示す。本実
施形態では、配線１０２上の減衰層３０１と保護膜２０１との上に光反射体４０１が配置
されている。減衰層３０１の上面と保護膜２０１の上面とは同レベルで平坦になっていて
、その平坦面上に光反射体４０１が形成されている。光反射体４０１は、測定対象からの
散乱光や測定対象を励起する光源からの光を反射するものであり、こうした光の波長にお
ける反射率が高いことが好ましい。通常は可視光から赤外線領域の光が用いられることが
多く、光反射体４０１の反射膜としては、Ａｕ膜やＡｕ合金膜、Ａｇ膜等が適している。
この様な光反射体では、典型的には反射膜は樹脂フィルム等の上に形成される。この樹脂
フィルムとしては、ポリメチルペンテン、ポリエチレンテレフタレート、ポリエチレン、
ポリカーボネート、エチルビニルアセテート、アクリル樹脂等のフィルムを用いることが
できる。光反射体は、図２（ａ）の構成の保護層上に配置することもできる。この様に、
減衰層と保護層のうちの少なくとも一方に、光反射体を設けることができる。
【００１８】
反射波吸収層などの減衰層３０１としては、超音波を吸収しやすい材料が好ましい。また
減衰層３０１は、減衰層３０１と保護膜２０１との界面及び減衰層３０１と伝搬媒質との
界面で超音波を反射しにくいことが好ましい。すなわち、音響インピーダンスが伝搬媒質
や保護膜２０１に近く、かつ超音波を吸収しやすいことが好ましく、そのような材料とし
て、実施形態１のところで挙げたものがある。
【００１９】
減衰層３０１は、実施形態１の様に保護膜２０１に被覆されてもよいし、図２（ｃ）に示
す様に保護膜２０１には被覆されずに配置されてもよい。エレメント１０１上にある保護
膜２０１の厚みは超音波の減衰を少なくするために薄いほうが好ましく、減衰層３０１は
超音波を減衰するためには厚いほうが好ましい。この様に、減衰層３０１の厚さは厚い方
が音響波の反射の減衰量が大きくなり好ましいが、反面、あまり厚くするとエレメント１
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０１に入射する信号自体を遮ってしまったり送信時の信号を遮ぎってしまったりするため
、アスペクト比を考慮する必要がある。
【００２０】
係る状況を図２（ｃ）を用いて説明する。ただし、図２（ｃ）の実施形態３は、保護膜２
０１と反射体４０１が無く、配線１０２上に減衰層３０１が設けられた形態である。この
様な形態も本発明に含まれる。
【００２１】
図２（ｃ）に示す様に、電気機械変換エレメント１０１の静電容量型超音波振動子（セル
）の音響波ビームの指向角をβ（ｒａｄ）とする。指向角とは、エレメントのセルから発
生する音響波のメインローブを囲む角度の半分をいう。指向角は、音響波の周波数、セル
サイズ、伝搬媒質の音速から求めることができる。また、基板上でセルの無い無効領域の
面積の基板面積に対する無効領域比率をαとする。無効領域は、配線のある領域を含む領
域である。エレメント領域（エレメントとその周りの配線部分を含む領域）の形状が一辺
Lの正方形の場合（つまり電気機械変換エレメント間の長さ（ピッチ）がLの場合）、無効
となる領域の幅の長さをaとすると、2a=√α*Lとなる。このとき、エレメント１０１の中
心から端までの距離bはb=(L-2a)/2となり、減衰層３０１の厚さをdとすると、d<b*tan(π
/2-β)となるように膜厚を制限することが好ましい。
【００２２】
以上のことをまとめると、基板上でセルの無い無効領域の面積の基板面積に対する無効領
域比率をα、電気機械変換エレメント間の長さ（ピッチ）をL（ｍ）、電気機械変換エレ
メントのセルの音響波ビームの指向角をβ（ｒａｄ）とするとき、減衰層の厚みd（ｍ）
は次の条件を満たすのが良い。
d<(L/2)*(1-√α)*tan(π/2-β)
【００２３】
エレメントの形状は必ずしも正方形である必要はない。長方形の場合は、各々の辺に関し
て、同様のことが言えるので、そのうちの小さい膜厚を選択することが好ましい。また、
円形の場合は、その直径をもって同様に上限の膜厚を求め、多角形の場合は、その面積に
相当する円の直径をもって同様に上限の膜厚を求めることができる。
【００２４】
例えば、セルを含む各エレメント１０１あたりの大きさが約１ｍｍであり、扱う超音波の
周波数を１ＭＨz付近、伝搬速度を約１０００m/sとすると、セルの指向性が決まり、βは
、セルの鉛直方向に対して±３０°となる。有効領域を７０％（無効領域は３０％）とし
、一辺１ｍｍのエレメント１０１ならば、上記条件式に従って減衰層３０１の厚さは７２
０μm以下にする必要がある。減衰層３０１を形成する超音波減衰材は、伝搬媒質と略同
一の音響インピーダンスを持つことが適している。超音波減衰材の厚さは、前述したもの
より厚くすることには限りがあるため、単位厚さあたりの減衰率が大きなポリウレタン（
１４～３６dB/cm/MHz）やシリコンゴム（５MHzにおいて１５～２７dB/cm）など１５dB/cm
以上の減衰率のものを用いることが好ましい。しかし、これには限定されない。また、金
属微粒子としてタングステンなどの微粒子を分散させることにより、減衰率を大きくする
こともできる。
【００２５】
実際のプローブの構成例を図３に示す。この構成では、基板上のエレメントの保護膜２０
１上に、光音響波の励起源であるレーザ光に対する反射膜６０１を設置し、レーザ光によ
る偽信号の発生の抑制を施した電気機械変換装置としている。これを、初段増幅基板格納
部６０３である筐体と機械的に結合する保持部６０２の端部に設置している。保持部６０
２の内部の配線を通して、上記電気機械変換装置を格納部６０３内の初段増幅部と電気的
に接続し、初段増幅部に信号を伝達している。
【００２６】
以下、図を用いてより具体的な実施例を説明する。
（実施例１）
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図４に示す様に、実施例１の容量型超音波変換素子のエレメント７０５では、基板７０１
上の第一電極７０２とメンブレン７０７上の第二電極７０３とがキャビティ７０４を隔て
て対向して設けられている。基板７０１はシリコンウェハを用いている。第一電極７０２
、第二電極７０３はＴｉ膜を用いたが、他の電極材料であっても構わない。第一と第二の
電極の間には絶縁膜７０６であるシリコン酸化膜が配置されている。第二電極７０３はメ
ンブレン７０７の上に配置され、配線１０２を介して第二電極７０３の電極パッド７０９
に接続される。第一電極７０２は第一電極の電極パッド７０８に接続される。容量型電気
機械変換装置の最小単位であるセルが、第二電極７０３により４個接続されていて、一つ
のエレメント７０５となっている。勿論、エレメント７０５の構成はこれに限らず、適宜
構成することができる。ここでは、メンブレン７０７はシリコン窒化膜を用いている。
【００２７】
このような容量型電気機械変換装置の基板上のエレメント７０５間の配線１０２上に、市
販の熱硬化性ウレタンをスクリーン印刷にて塗布して硬化させ減衰層を形成した。ウレタ
ン樹脂には、予めタングステンの微粒子を分散させた。濃度は１０～３０ｗｔ％の範囲で
微粒子を入れた。次に、タングステンを分散していないウレタン樹脂をスクリーン印刷に
て塗布して保護層を形成し、前述のタングステン分散ウレタン樹脂の減衰層を保護層で被
覆し、図２（ａ）に示すような断面構成の容量型電気機械変換装置を得た。このように配
線１０２の部分に減衰層３０１を設けた容量型電気機械変換装置にて、水中で超音波の受
信を行ったところ、ノイズの少ない良好な受信信号が得られた。
【００２８】
（実施例２）
実施例２も、実施例１と同様に容量型電気機械変換装置を形成した。次に、基板７０１上
に市販の厚膜レジストを塗布しパター二ングを行って、エレメント部の上に開口部分を作
成した。そして、ポリジメチルシロキサン（ＰＤＭＳ）を前記開口部分に充填して熱硬化
し保護層を形成した。
【００２９】
次に、レジストを剥離し、シリカ粒子を分散させたポリジメチルシロキサンを残った部分
に充填して熱硬化し減衰層を形成した。続いて、Ａｕ膜を蒸着したＰＥＴフィルムを、前
記ポリジメチルシロキサンを硬化したシリコーン表面に接着剤を用いて接着し、光反射体
を形成した。このようにして図２（ｂ）に示すような断面構成をした容量型電気機械変換
装置を得た。このように配線１０２の部分に減衰層３０１を設けた容量型電気機械変換装
置にて、水中で超音波ファントムに光照射し光音響波を発生させて、その受信を行ったと
ころ、ノイズの少ない良好な受信信号が得られた。
【００３０】
（実施例３）
実施例３も、実施例１と同様に容量型電気機械変換装置を形成した。次に、基板上に、厚
膜レジスト（例えば東京応化工業　ＴＭＭＲ　Ｓ２０００，ＪＳＲ　ＴＨＢ-４３０Ｈ）
を用いて保護膜に相当する膜厚の層を塗布し、パター二ングし、エレメント部の上に開口
部分を形成した。ポリジメチルシロキサンを前記開口部分に充填して、熱硬化することよ
り保護膜を作成した。その上に更にレジストを塗布してパター二ングし、配線１０２の部
分上のレジストを残し、これを減衰層とした。減衰層の厚さはレジストの塗布厚により制
御することができる。このようにして、図２（ｃ）に示すような断面構成（ただし本実施
例ではエレメント１０１上に保護層がある）の電気機械変換装置を形成した。
【００３１】
ここでは、エレメントピッチを１ｍｍとして、膜厚７００μｍの減衰層を形成した。この
静電容量型電気機械変換装置にて、水中で超音波の受信を行ったところ、ノイズの少ない
良好な信号が得られた。また、超音波の送信を行っても、出力が減少することなく、減衰
層が送信ビームを妨げていないことが確認できた。
【００３２】
（実施例４）
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図５に、本発明の実施例４である被検体診断装置ないし光音響測定装置を示す。光源５０
は、例えば、レーザ光を発生する光源であり、光２４は例えばパルス状のレーザ光である
。
【００３３】
この装置において、被検体１７に向かって光源５０から発せられた照射光２４が被検体内
部の光吸収体５１にあたることによって、光音響効果により光音響波とよばれる音響波５
２が発せられる。この音響波５２の周波数は、光吸収体５１を構成する物質や個体の大き
さによって異なるが３００ｋＨｚ乃至１０ＭＨｚ程度である。音響波５２は、その伝搬の
良好な音響インピーダンスマッチング材２５を通り、本発明の電気機械変換装置５３で検
出される。電流電圧増幅された信号は、信号線５４を介して信号処理部５５に送られる。
検出された信号は、信号処理部５５で信号処理され、被検体の物理情報が抽出される。信
号処理部５５は主に計算機であるが、一部は集積回路になっていてもよく、２次元や３次
元のイメージの再構成が可能なものである。本発明の電気機械変換装置５３を用いること
で、ノイズの少ない良好な信号が得られ、画像のコントラストや解像度の向上、偽画像の
排除が達成された。勿論、本発明の電気機械変換装置は、音響波があてられた被検体から
の音響波を検出する被検体診断装置で用いることもできる。ここでも、被検体からの音響
波を電気機械変換装置で検出し、変換された信号を信号処理部で処理することで被検体内
部の情報を取得する。
【産業上の利用可能性】
【００３４】
本発明の電気機械変換装置は、生体などの測定対象内の情報を得る光イメージング装置や
、従来の超音波診断装置などに適用することができる。更に、超音波探傷機など、他の用
途にも適応することもできる。
【符号の説明】
【００３５】
１００・・基板、１０１・・エレメント（静電容量型超音波変換素子）、１０２・・配線
、２０１・・保護膜、３０１・・減衰層、４０１・・光反射体
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